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こ
の
三
月
中
旬
、
ポ
ル
ト
ガ
ル

と
イ
タ
リ
ア
へ
出
か
け
た
。
ポ
ル

ト
ガ
ル
の
南
部
は
ブ
ド
ウ
や
オ

リ
ー
ブ
の
果
樹
園
が
広
が
る
が
、

北
は
緑
が
濃
く
、
ユ
ー
カ
リ
な
ど

の
巨
木
も
か
な
り
あ
る
。
小
さ
な
町
の
居

酒
屋
で
は
、
農
園
で
働
い
て
い
た
年
金
生

活
者
た
ち
が
穏
や
か
に
飲
ん
で
い
る
。
魚

の
塩
焼
き
や
、
野
菜
と
の
煮
つ
け
な
ど
が

よ
く
食
べ
ら
れ
、
素
朴
な
雰
囲
気
が
日
本

人
を
ホ
ッ
と
さ
せ
る
よ
う
な
国
で
あ
る
。

　

今
回
は
知
人
の
案
内
で
、
北
部
の
ポ
ン

テ
・
デ
・
リ
マ
と
い
う
町
の
近
く
の
伯
爵

邸
に
泊
ま
っ

た
。
こ
の
あ

た
り
の
斜
面

は
野
菜
畑
を

囲
む
よ
う
に

ブ
ド
ウ
棚
が

つ
く
ら
れ
て

お
り
、
そ
の

特
有
の
風
景
の
中
に
、
伯
爵
邸
は
あ
っ

た
。
ポ
ル
ト
ガ
ル
で
は
、
ポ
ウ
ザ
ー
ダ
と

い
う
、
か
つ
て
の
城
や
修
道
院
を
使
っ
た

国
営
の
宿
が
有
名
だ
が
、
そ
れ
と
は
別

に
、
個
人
が
所
有
す
る
お
屋
敷
を
提
供
す

る
宿
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、〈
お
屋
敷
ツ
ー

リ
ズ
ム
協
会
〉
が
組
織
さ
れ
て
い
る
。

　

伯
爵
の
名
は
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
・
デ
・
カ

リ
ェ
イ
ロ
ス
と
い
う
。
カ
リ
ェ
イ
ロ
ス
村

の
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
様
と
い
う
意
味
に
な
ろ

う
か
。
か
の
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
・
ザ
ビ
エ
ル

の
縁
者
の
子
孫
だ
と
い
う
。
今
も
こ
の
土

地
で
十
六
人
が
働
く
農
園
を
経
営
し
、
一

方
で
、
農
村
ツ
ー
リ
ズ
ム
協
会
の
会
長
と

し
て
、
町
に
出
勤
し
て
い
る
。
立
派
な

ベ
ッ
ド
が
二
つ
あ
る
豪
華
な
雰
囲
気
の
部

屋
が
朝
食
つ
き
一
〇
〇
ユ
ー
ロ
で
、
庭
か

ら
の
落
ち
着
い
た
農
村
風
景
が
何
よ
り
も

安
ら
ぎ
を
与
え
て
く
れ
た
。

　

伯
爵
は
快
活
で
親
切
な
方
で
あ
っ
た
。

遠
い
昔
日
本
に
来
た
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
・
ザ

ビ
エ
ル
の
縁
者
の
子
孫
で
、
農
村
ツ
ー
リ

ズ
ム
に
つ
い
て
学
ん
で
い
る
と
こ
ろ
だ
と

い
う
。
屋
敷
の
中
に
礼
拝
堂
が
あ
り
、
別

の
部
屋
に
は
古
伊
万
里
の
大
皿
が
何
枚
も

あ
っ
た
。
わ
が
国
で
も
、
蓄
積
さ
れ
た
風

格
を
活
か
し

た
ツ
ー
リ
ズ

ム
が
い
い
形

で
展
開
す
る

こ
と
を
期
待

し
た
い
。

　

イ
タ
リ
ア

に
立
ち
寄
っ

た
の
は
、
水
の
都
ベ
ネ
チ
ア
を
一
度
見
て

お
き
た
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
空
間
の
使

い
方
の
可
能
性
を
議
論
す
る
地
理
学
者
と

し
て
、
人
間
が
つ
く
り
出
し
た
他
に
例
の

な
い
空
間
は
、
観
光
地
と
し
て
俗
化
し
て

い
る
と
は
い
え
、
や
は
り
知
っ
て
お
き
た

い
。
無
数
の
水
路
の
上
の
橋
の
す
べ
て
が

階
段
の
太
鼓
橋
な
の
で
、
荷
物
を
運
ぶ
の

は
船
に
限
る
。
最
後
は
ホ
テ
ル
の
船
着
場

に
水
上
タ
ク
シ
ー
を
呼
び
、
空
港
の
港
ま

で
九
〇
ユ
ー
ロ
を
張
り
込
ん
だ
。
ち
ょ
っ

ぴ
り
ベ
ネ
チ
ア
気
分
を
味
わ
っ
て
帰
っ
て

き
た
こ
と
に
な
ろ
う
か
。
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政 策

▼
歳
入
・
歳
出
と
も
前
年
度
決
算
額

を
下
回
る

　

平
成　

年
度
の
市
町
村
決
算
（
普
通
会

１４

計
）
は
、
歳
入
総
額
が
前
年
度
比
２
・
２

％
減
の　

兆
７
、
９
６
６
億
円
、
歳
出
総

５１

額
が
同
１
・
９
％
減
の　

兆
４
、
２
６
０

５０

億
円
。
歳
入
、
歳
出
と
も
に
前
年
度
決
算

額
を
下
回
る
結
果
と
な
っ
た
。
こ
の
主
な

原
因
と
し
て
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
普
通

建
設
事
業
費
を
中
心
に
投
資
的
経
費
が
減

少
し
た
こ
と
、
歳
入
に
つ
い
て
は
、
地
方

税
が
減
少
す
る
と
と
も
に
、
普
通
建
設
事

業
費
の
財
源
と
な
る
国
庫
支
出
金
の
普
通

建
設
事
業
費
支
出
金
が
減
少
し
た
こ
と
が

あ
げ
ら
れ
る
。

▼
実
質
単
年
度
収
支
、
単
年
度
収

支
と
も
に
赤
字
に

　

単
年
度
収
支
は
前
年
度
に
続
き
赤
字

で
、
赤
字
額
は
１
、
１
４
６
億
円
と
な
っ

て
い
る
。
町
村
に
つ
い
て
も
３
２
４
億
円

の
赤
字
と
な
っ
た
。（
前
年
度
６
９
７
億

円
の
赤
字
）

　

赤
字
団
体
の
数
は
、
前
年
度
よ
り　

団
８６

体
減
の
２
、
８
１
８
団
体
で
、
う
ち
町
村

は
１
、
４
８
５
団
体
で
前
年
度
よ
り　

団
２８

体
増
加
し
て
い
る
。

　

実
質
単
年
度
収
支
は
、
前
年
度
１
、
５

８
６
億
円
の
黒
字
か
ら
大
幅
な
減
と
な

り
、
１
、
９
９
５
億
円
の
赤
字
に
転
じ
た
。

こ
の
う
ち
町
村
は
、
８
４
６
億
円
の
赤
字

と
な
っ
た
。（
前
年
度
４
９
７
億
円
の
黒

字
）

　

ま
た
実
質
単
年
度
収
支
が
赤
字
の
団
体

は
、
２
、
９
０
７
団
体
と
３
９
０
団
体
の

増
加
と
な
っ
た
。
町
村
で
は
１
、
５
８
３

団
体（
前
年
度
１
、
２
０
１
団
体
）と
な
っ

た
。

▼
歳　

入

　

地
方
交
付
税
、
町
村
で
７
・
７
％

の
大
幅
減

　

地
方
税
は
、
市
町
村
の
固
定
資
産
税
が

前
年
度
に
引
き
続
き
増
加
し
た
も
の
の
、

道
府
県
民
税
、
事
業
税
等
が
減
少
し
た
こ

と
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
１
・
８
％
減
の

　

兆
８
、
２
２
３
億
円
と
な
っ
た
。
ま
た

１７町
村
に
お
い
て
は
、
２
・
１
％
減
の
２
兆

８
、
４
４
３
億
円
と
な
っ
た
。

　

地
方
交
付
税
は
前
年
度
に
引
き
続
き
減

少
し
て
お
り
、
８
兆
７
、
２
７
０
億
円
で

同
５
・
９
％
の
減
。
町
村
で
は
４
兆
５
、

１
９
２
億
円
で
、
同
７
・
７
％
の
大
幅
減

と
な
っ
た
。

　

ま
た
歳
入
総
額
に
占
め
る
交
付
税
の
割

合
で
み
る
と
前
年
度
の　

・
５
％
よ
り
０
・

１７

７
ポ
イ
ン
ト
低
い　

・
８
％
と
な
っ
た
。

１６

こ
れ
を
町
村
で
み
て
み
る
と
、
前
年
度
の

　

・
８
％
よ
り
１
・
８
ポ
イ
ン
ト
低
い　

・

３５

３４

９
％
と
な
っ
た
。

　

一
般
財
源
は
、
地
方
税
、
地
方
交
付
税

が
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
前
年
度
決
算
額

を
下
回
っ
た
。

　

国
庫
支
出
金
は
普
通
建
設
事
業
費
支
出

金
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
決
算
額
を
２
・
３
％
下
回
る
４
兆
、
９

７
６
億
円
と
な
っ
た
。

　

地
方
債
は
臨
時
財
政
対
策
債
の
増
加
、

特
定
資
金
公
共
投
資
事
業
債
の
増
加
な
ど

で
前
年
度
よ
り
９
・
２
％
増
加
の
５
兆
８
、

５
０
９
億
円
と
な
っ
た
。
歳
入
総
額
に
占

め
る
地
方
債
の
割
合
を
示
す
地
方
債
依
存

度
は
、
前
年
度
の　

・
１
％
よ
り
１
・
２

１０

ポ
イ
ン
ト
高
い　

・
３
％
と
な
っ
た
。

１１

　

町
村
に
お
け
る
歳
入
構
造
の
特
徴
を
み

て
み
る
と
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
地
方
税

の
割
合
が　

・
４
％
（
前
年
度
よ
り
０
・

２１

１
ポ
イ
ン
ト
の
増
）、
地
方
交
付
税
の
割

合
が　

・
０
％
（
同
１
・
８
ポ
イ
ン
ト
の

３４

減
）
と
な
り
、
こ
の
結
果
一
般
財
源
の
割

合
は
、　

・
０
％
（
同
２
・
４
ポ
イ
ン
ト

６０

の
減
）
と
な
っ
た
。

▼
歳　

出

　

投
資
的
経
費
、
７
年
連
続
で
減
少

　

歳
出
決
算
額
を
目
的
別
に
み
て
み
る

と
、
構
成
比
は
民
生
費
（　

・
３
％
）、

２２

歳
入
・
歳
出
と
も
マ
イ
ナ
ス
に
転
じ
る
 

平
成
14
年
度
　

市
町
村
決
算
の
概
要 

　

総
務
省
は
こ
の
ほ
ど
、
全
国
の
市
町
村
（
東
京　

区
と
一
部
事
務
組
合

23

を
含
む
）の
平
成　

年
度
普
通
会
計
決
算
を
公
表
し
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、

14

歳
入
総
額
が
前
年
度
比
2
・
2
％
減
の　

兆
7
、
9
6
6
億
円
、
歳
出
総

51

額
が
同
1
・
9
％
減
の　

兆
4
、
2
6
0
億
円
。　

年
度
決
算
で
は
前
年

50

13

度
を
わ
ず
か
に
上
回
っ
た
決
算
規
模
が
、
再
び
マ
イ
ナ
ス
に
転
じ
る
結
果

と
な
っ
た
。

　

ま
た
経
済
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
、
公
債
費
負
担
比
率

と
も
に
過
去
最
高
の
水
準
と
な
り
、
財
政
の
硬
直
化
は
一
段
と
進
行
し
た
。



（第三種郵便物認可） 第２４７７号平成１６年４月１９日３ 町 村 週 報

政 策

土
木
費
（　

・
６
％
）、
公
債
費
（　

・

１７

１３

０
％
）、
総
務
費
（　

・
４
％
）、
教
育
費

１２

（　

・
７
％
）
の
順
と
な
っ
て
お
り
、
数

１１次
の
景
気
対
策
の
影
響
を
受
け
て
公
債
費

の
構
成
比
が
こ
こ
数
年
上
昇
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
項
目
の
伸
び
率
を
み
る
と
、
民

生
費
が
３
・
３
％
増
、
土
木
費
が
４
・
８

％
減
、
公
債
費
が
１
・
６
％
増
、
総
務
費

が
４
・
４
％
減
、
教
育
費
が
２
・
４
％
減

と
な
っ
て
お
り
、
民
生
費
と
公
債
費
が
引

き
続
き
増
加
し
て
い
る
。

　

性
質
別
の
歳
出
で
み
る
と
、
義
務
的
経

費
の
う
ち
人
件
費
は
、
行
政
改
革
に
伴
う

定
員
削
減
に
よ
る
職
員
給
の
減
少
の
た
め

前
年
度
に
引
き
続
き
２
・
５
％
減
少
し
た

が
、
扶
助
費
は
６
・
７
％
の
増
加
、
公
債

費
も
１
・
６
％
増
加
し
た
た
め
、
義
務
的

経
費
全
体
で
は
前
年
度
を
０
・
７
％
上

回
っ
た
。

　

投
資
的
経
費
で

は
、
大
部
分
を
占

め
る
普
通
建
設
事

業
費
が
７
・
６
％

減
、、
災
害
復
旧

事
業
費
が　

・　
１５

２５

の
減
、
ま
た
昨
年

　

・
５
％
の
大
幅

２５増
と
な
っ
た
失
業

対
策
事
業
費
が
、

　

・
５
％
の
大
幅

３９減
と
な
っ
た
。
そ

の
結
果
、
投
資
的

経
費
全
体
で
は
７

年
連
続
し
て
前
年

度
決
算
額
を
下

回
っ
た
。（
７
・
８

％
減
）

　

そ
の
他
経
費
に

つ
い
て
は
、
物
件

費（
１
・
０
％
増
）、

補
助
費
等
（
０
・

９
％
増
）、
繰
出

金
（
３
・
３
％
増
）

等
は
増
加
し
た
も

の
の
、
積
立
金
が　

・
３
％
と
大
幅
に
減

２４

少
し
た
た
め
、
全
体
で
前
年
度
か
ら
１
・

５
％
の
減
と
な
っ
た
。

　

こ
れ
ら
の
結
果
か
ら
、
歳
出
総
額
に
占

め
る
割
合
は
、
①
義
務
的
経
費
が
前
年
度

（　

・
８
％
）
よ
り
１
・
２
ポ
イ
ン
ト
増

４３の　

・
０
％
、
②
投
資
的
経
費
は
前
年
度

４５
（　

・
９
％
）
よ
り
１
・
３
ポ
イ
ン
ト
減

２１の　

・
６
％
に
、
ま
た
③
そ
の
他
経
費
は
、

２０
前
年
度
（　

・
３
％
）
よ
り
０
・
２
ポ
イ

３４

ン
ト
増
の　

・
５
％
と
な
っ
た
。

３４

▼
公
債
費
負
担
比
率
、
過
去
最
高

の
水
準

　

一
般
財
源
に
占
め
る
人
件
費
や
扶
助
費

な
ど
の
経
常
経
費
の
割
合
を
示
す
経
常
収

支
比
率
の
市
町
村
平
均
は
、
前
年
度
の

　

・
６
％
を
２
・
８
ポ
イ
ン
ト
上
回
る　

・

８４

８７

４
％
と
な
り
、
昭
和　

年
度
に
集
計
を
は

４４

じ
め
て
以
来
、
最
も
高
い
数
値
と
な
っ

た
。

　

こ
の
要
因
は
、
経
常
収
支
比
率
の
分
子

で
あ
る
公
債
費
、
扶
助
費
が
増
加
す
る
一

方
で
、
分
母
で
あ
る
経
常
一
般
財
源
が
地

方
税
な
ど
の
大
幅
減
に
よ
り
減
少
し
た
た

め
。

　

こ
の
傾
向
は
過
去　

年
間
同
様
に
推
移

１０

し
て
お
り
、
平
成
５
年
度
の　

・
２
％
か

７６

ら
上
昇
を
続
け
、　

年
度
か
ら　

年
度
に

１０

１２

か
け
て
一
旦
低
下
し
た
も
の
の
、　

年
度

１３

か
ら
再
び
上
昇
傾
向
に
あ
る
。　

町
村
に

お
け
る
経
常
収
支
比
率
は
、　

・
８
％
（
前

８４

年
度　

・
７
％
）
で
あ
り
、
３
・
１
ポ
イ

８１

ン
ト
上
昇
し
た
。

　

ま
た
公
債
費
負
担
比
率
の
市
町
村
平
均

は
前
年
度
よ
り
０
・
６
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、

　

・
３
％
と
な
り　

年
連
続
の
上
昇
、
過

１７

１１

去
最
高
の
水
準
と
な
っ
た
。こ
れ
は
分
子

で
あ
る
公
債
費
充
当
一
般
財
源
が
減
少
し

た
も
の
の
、
分
母
で
あ
る
一
般
財
源
総
額

が
地
方
税
の
減
な
ど
に
よ
り
、
分
子
の
減

少
率
を
上
回
っ
て
減
少
し
た
た
め
で
あ
る
。

　

町
村
に
お
け
る
公
債
費
負
担
比
率
は
、

　

・
４
％
（
前
年
度　

・
９
％
）
と
な
っ

１７

１６

た
。

▼
将
来
に
わ
た
る
財
政
負
担
、　

兆
５６

６
、
５
５
９
億
円
に

　

地
方
債
残
高
は
、
前
年
度
末
よ
り
１
兆

３
９
０
億
円
増
の　

兆
３
、
５
１
６
億
円

６０

と
な
り
、
前
年
度
決
算
額
を
１
・
８
％
上

回
っ
た
。
こ
れ
を
目
的
別
の
構
成
比
で
み

る
と
、
過
去
の
積
極
的
な
地
方
単
独
事
業

の
推
進
を
反
映
し
て
、
一
般
単
独
事
業
費

が
全
体
の　

・
３
％
で
最
も
大
き
く
、
以

３７

下
、
一
般
公
共
事
業
債
８
・
３
％
、
義
務

教
育
施
設
整
備
事
業
債
７
・
９
％
、
一
般

廃
棄
物
処
理
事
業
債
７
・
４
％
、
減
税
補

て
ん
債
７
・
２
％
等
の
順
と
な
っ
た
。

　

積
立
金
現
在
高
は
、
財
政
調
整
基
金
、

減
債
基
金
及
び
そ
の
他
特
定
目
的
基
金
す

べ
て
の
減
少
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら
５
・
２

％
減
の　

兆
３
、
７
１
７
億
円
と
な
っ
た
。

１０

　

地
方
債
残
高
に
債
務
負
担
行
為
に
基
づ

く
翌
年
度
以
降
の
支
出
予
定
額
（
債
務
負

担
行
為
額
）
を
加
え
、
積
立
金
現
在
高
を

差
し
引
い
た
額
で
あ
る
「
将
来
に
わ
た
る

実
質
的
な
財
政
負
担
」
は
、
債
務
負
担
行

為
額
が
前
年
度
よ
り
２
・
３
％
増
の　

兆
５６

６
、
５
５
９
億
円
と
な
っ
た
。

51兆7,966億円 52兆9,381億円 △1兆1,415億円 △　2.2 0.3歳入総額 

50兆4,260億円 51兆4,059億円 △　　9,799億円 △　1.9 0.5歳出総額 

（注）特別区、一部事務組合を含む（特に注記のない限り、以下同じ）。 

平成14年度 平成13年度 増 減 額 増 減 率 対前年度増減率 区　分 

表１　決算規模 

表２　決算収支 

平成14年度 平成13年度 平成14年度 平成13年度 

9,439億円 1兆568億円 31団体 31団体 実　質　収　支 

△　1,146億円 △　697億円 2,818団体 2,904団体 単 年 度 収 支 

△　1,995億円 1,586億円 2,907団体 2,517団体 実質単年度収支 

（注）実質収支：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額 
単年度収支：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額 
実質単年度収支：単年度収支に、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、
赤字要素（財政調整基金の取り崩し額）を差し引いた額 

決　算　額 赤字の団体数 
区　分 
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政 策

構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 

34.4 181,425 34.3 △ 3,202 △ 1.8  0.3178,223地方税 

1.0 4,910 0.9  47  1.0  0.64,957地方譲与税 

1.3 6,668 1.3 △ 8 △ 0.1  0.76,660地方特例交付金 

16.8 92,745 17.5 △ 5,475 △ 5.9 △ 7.287,270地方交付税 

3.5 24,084 4.5 △ 6,687 △ 27.8 △ 0.517,397地方消費税交付金等各種交付金 

56.9 309,832 58.5 △ 15,324 △ 4.9 △ 2.1294,508小計（一般財源） 

9.3 49,102 9.3 △ 1,126 △ 2.3  2.747,976国庫支出金 

4.4 23,289 4.4 △ 604 △ 2.6 △ 2.422,685都道府県支出金 

11.3 53,563 10.1  4,946  9.2  9.258,509地方債 

18.1 93,596 17.7  692  0.7  3.194,288その他 

100.0 529,381 100 △ 11,415 △ 2.2  0.3517,966歳入合計 

平成13年度 比　　　較 前　年　度 
増　減　率 

平成14年度 
区　　　分 

表３　歳　入 

決算額 

4,759

62,642

112,678

50,310

1,917

19,580

17,988

88,660

17,137

59,025

65,576

3,980

504,260

平成14年度 

構成比 

0.9

12.4

22.3

10.0

0.4

3.9

3.6

17.6

3.4

11.7

13.0

0.8

100.0

決算額 

4,842

65,531

109,082

52,224

2,012

21,057

19,100

93,172

17,179

60,448

64,560

4,852

514,059

平成13年度 

構成比 

0.9

12.7

21.2

10.2

0.4

4.1

3.7

18.1

3.3

11.8

12.6

1.0

100.0

増減額 

△ 83

△ 2,890

 3,597

△ 1,914

△ 94

△ 1,477

△ 1,112

△ 4,512

△ 42

△ 1,423

 1,016

△ 872

△ 9,799

比　　　較 

増減率 

△ 1.7

△ 4.4

 3.3

△ 3.7

△ 4.7

△ 7.0

△ 5.8

△ 4.8

△ 0.2

△ 2.4

 1.6

△ 18.0

△ 1.9

△ 0.5

 0.7

 4.3

 3.6

△ 3.2

△ 5.2

△ 2.5

△ 3.8

△ 0.8

△ 0.5

 2.9

△ 7.2

 0.5

前　年　度 
増　減　率 

議 会 費  

総 務 費  

民 生 費  

衛 生 費  

労 働 費  

農林水産業費 

商 工 費  

土 木 費  

消 防 費  

教 育 費  

公 債 費  

そ の 他  

歳 出 合 計  

区　　分 

表４　目的別歳出の状況 

人件費 

扶助費 

公債費 

普通建設事業費 

う
　
ち 

災害復旧事業費 

失業対策事業費 

構成比 

45.0

21.3

10.6

13.0

20.6

20.2

7.3

12.1

0.9

0.3

0.0

34.5

100.0

決算額 

225,180

110,405

50,303

64,472

112,429

110,484

39,210

66,129

5,145

1,673

272

176,450

514,059

平成13年度 

構成比 

43.8

21.5

9.8

12.5

21.9

21.5

7.6

12.9

1.0

0.3

0.1

34.3

100.0

増減額 

 1,620

 96,601

 3,349

 1,031

△ 8,755

△ 8,392

△ 2,644

△ 5,240

△ 508

△ 255

△ 108

△ 2,665

△ 9,799

比　　　較 

増減率 

 0.7

△ 2.5

 6.7

 1.6

△ 7.8

△ 7.6

△ 6.7

△ 7.9

△ 9.9

△ 15.2

△ 39.5

△ 1.5

△ 1.9

 2.1

△ 0.6

△ 14.7

 0.0

△ 4.3

△ 4.0

 0.3

△ 6.4

△ 3.1

△ 26.1

 25.5

 1.7

 0.5

前　年　度 
増　減　率 決算額 

226,801

107,646

53,652

65,503

103,674

102,092

36,566

60,889

4,637

1,418

164

173,785

504,260

平成14年度 

補助 

単独 

その他 

義務的経費 

内
　
訳 

投資的経費 

内
　
　
訳 

その他の経費 

歳出合計 

区　　　分 

表５　性質別歳出の状況 

（単位：億円、％） 

（単位：億円、％） 

（単位：億円、％） 




